



A Study on the Curriculum Development and Practice for Local Citizenship through Primary,


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































児童 生徒 の社 会生 活上 の 課題
(実態・変化)
社 会 形 成 者 の 育 成
(自立・共生・参加)










幼稚 園 から仲 間 集団 が多 様化
す る中で、 小 学 校生 活か ら身
の周 り の人 々の 存在 や施設 の


































学 校や地 域で の生 活 から身 近
な社 会で の問 題を、 自分 たち
で調 べて、 地 域 社会 の課 題や

















・ 廃棄 物が余所 の地 域で処理
さ れていないか














地域 社会 や地 方 の問 題に 関心
を持 ち、 仲 間 との話 し合 いに
より 問題 を解 決 する方 法を 考
え、 どのよ うな 解決 か望 まし






































地域 社会 や地 方 の生 活環 境の
社会 的条 件を 掴 みよ りよ い地
域社 会形 成 につい て、 集 団で
議論 し具 体的 な 解決 策を 提案














・ 地域の環境 に適応してい る
のか



















地方 の政 治 に関心 を持 ち、 よ
り よい地 域社 会 を形 成す るた
め に、 仲 間と の協 同学習 を重
視 した 問題 解決 に主 体的 に関
わ り、 解 決案 を 提案 し社 会参
加 によ り社 会を 運営 ・改 善す

















○市町村合併 はなぜ行 われ た
のか
・ 地域の生活、 社会環境 はど
のように改善されたのか



















国 と地方 の政治 の働きを学び、
地方 自治 の理念 を実 現さ せ る
問 題解 決力を 身 に付 け るた め
に、 協同 学習 の討論 に より論
理 的思 考 と公正 な判 断力 を養
い、主 体的な社 会参加により、
地 域創 造 に責 任 を果 た す社会


















に権限 と財源を もっと移譲 す
べきか
・地方 の社会 環境の改善 には
何か必要か
・他の国 の地方 自治は どのよ
うになっているか




















・ 家庭・学校・ 地域社会 にお ける人 間
集団の機能 と働きに気付き、 それらを
理 解するこ とにより地域の一員 として
の役割を考え、 実践（社会参加） でき
ることを行動 に移し、 社会 に関わる形
成者育成を目指 す。 そのた めには、 社
会をつくり・運営 し・改善す るための
基 盤として、 自立した社会認識形 成を
ねらいとする。
・地域社 会や地方で起こ って いる様々
な社会的論争問題について、社会環境、
グローバル、 未来の視点か ら探 究し、
地域社会 や地方 の形 成者 として、 討論
力 と提案力を身 に付ける。具体 的には
協同的な学 びにより、 討論技能を 身に
付け、 判断 に基づき社会生 活の場で実
践（社会参加） し、 社会を運営 し改善
する社会的技能を持つ。
・民主主義 社会にお ける自由と自治を
尊重し、地方 自治の理念を 理解し、 こ
れか らの地方 の在り方を主 権者である
住民、市民 の立場か ら、知 識や認識を
自治 に生か す社会参加を考え 実践化を
試みる。 自分たちが居住 している地域
社会や地方を 住民 参加 により、 よりよ






主 権者として の国家 公民性 の基 礎とな
る。 現代社会 の変化 は、 グロ ーバ ル化
と情報化により、地 球規模 の変化 と交
流 になっている。地 域社会の問題 も多
くは国家、 国際社会 と相互に関連し、
そ の認識 か重 要となっている。
・ 地域社会や地方 の生活環境 の社会的
条件を理解し、 地方 の政治 に関心 を持
ち、 よりよい地 域社会、 地方を形 成す
るために育成さ れる社会的技能 は、 国
家 公民 性や地球 公民 性に活用や応 用が
可 能となる。そ れは体験可能な身 近な
自治 の学びにより、 獲得できる。
・国と地方 の関係か ら地方 自治 の理念
を実現させ る問題解決力を身 に付け、
社会参加 により地 域創造 に責 任を果た







・学 校の周りの 様子 につ いて見学 や探
検を 行い、 実感的 に人 々の働き と社 会
の関係 に気づ く。
・自分たちのまちを探検し、社会がルー
ル やマナ ーで成 り立 っているこ とを 自
分 の言葉 や文 章で表現する。





・地域 にある公共施設を 調べて、 どの
よう に住民 や市民 に活用されているか、
そ の実態 と課題を理解 する。
・市 町村の様子 や都道府県 の様子を調
べ、具 体的な課題（ 問題） について話
し合い、 自分 の考えを 発信する。
・ 市町村の様子 や都道府県 の様子を 調





・地域 にある公共施設を調 べて、 どの
よう に運営 されてい るのか、 住民か支
払っている税金 との関係で理 解する。
・近年 行われた市町村 合併の成果を話
し合う。 また課題を 発見しその解決 に
参加でき るこ とを提案 する。
・ 他の市町村や都道 府県 と比べて、 公







な関係 にあるのか。ま た、 社会的論争
問題として何かあ るか理解す る。
・生活し ている市町村 や都道府県 の現
状か ら課 題を 見つけ、 比較 や解釈 の分
析を通し て、 多面的・多 角的に考え公
正 に判断する。
・地方 の自治 は、国 との政治と比較し
て どのように行 われてい るか、 住民、







解し、そ の後の課題 について 認識を深
める。 また、 住民や市民 と行 政か対立
している社会的論争問題を理解 する。
・市町村 合併の成果 と課題を 調べ、賛
成派 と反対 派の考えが どのように活か
さ れてき たのか、 情報 の収 集・分析か
ら再度、 解決策を提案 する。
・地方 分権の時代 とい われている地方
合併後 の課題について討論 し、 新しい
公共性 の創出に積極的 に関わり、 社会




・ 国と地方 の政 治はど のよう な役割を
果 たすべき か、 分権の在り方 から道州
制の導入問題を 事例に、 財政 問題 と公
共 サービスについて認識を深 める。
・合併後 の市 町村は どのようになって
いるか、住民、 行政、他地 域の例を分
析し、 問題点を話し合う。
・国 と地方 の政治は どのような役割を
果 たす べきか、 社会形成者 として の社
会参加 と自己 評価を試 みる。 その際 に
住民、 市民の倫理性 も期待 される。
本研究の成果と課題についてまとめる。成果は
下記の四点である。
第１は、これまでのカリキュラム研究が欧米を
中心とした紹介・分析研究であったことを踏まえ、
小中高一貫の視点から開発の枠組みを示すととも
に社会形成力育成について、具体的な社会的論争
問題を教材とした地域公民性育成フレームワーク
を示したことである。学習指導要領の法的拘束力
の下に、 目標と内容（内容の取り扱いを含む）面
で規制されている現状から、研究者 の外国のカリ
キュラム分析が学習指導要領の改善や現場の実践
面で活用されていない。本研究は、このような現
状を改善するために小中高一貫のカリキュラム開
発の視点から、児童生徒の社会形成力育成に関す
-
る独自のカリキュラムフレームワークを試案とし
て開発し、提案することができた。
第２は、小中連携、 中高一貫などの教育 の在り
方が見直され、独自のカリキュラム開発が地方の
教育行政で進んでいる中で、準義務化にある高等
学校を視野に児童生徒の社会形成力について、小
中高と一貫的に育成するカリキュラムを目標、内
容、方法から枠組みを示すとともに、多次元的公
民性の要素としての地域・地方の担い手を育てる
地域公民性育成モデルを社会的論争問題を活用し
開発したことである。
第 ３は、今日、多文化化する国民国家において、
世界的にシティズンシップ教育が注目されている
中で、社会参加（参画）を意識し、 厂社会を作り、
69 －
運営し
、改善する」能力として、主権者としての
社会的技能を重視した社会形成力育成のカリキュラムを開発したことである。
第４は
、一貧肬カリキュラムフレームワークは、
協同研究により実践を試み
、検証後に再修正した
ものであり実践成果に基づいて表２の具体的展開
例を示したことである
。単なる開発研究ではなく
開発と実践の融合により提案した意義かおる
。
最後に
、課題についても触れておく。一贄肬カ
リキュラム開発は
、全ての学年で実践され社会形
成力を中長期で評価する実証的研究が要求される
。
評価を加えた枠組みによるカリキュラムのフレ
ー
ムワ
クー作成と実践化か今後の課題である。
（謝辞）カリキュラム作成と実践に協力頂いた城南小学校尾崎智佳教諭に感謝申し上げます。
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